
事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

５９－８０９１

個別計画

事
業
内
容

手
段

補助金等
の交付を
受 け て
実施する
主な活動

・市内単位婦人会の交流・意見交換、研修への参加
・各単位婦人会事業への助成及び指導
・環境保全を目的とした講習会の実施
・家庭教育支援を目的とした親子向け交流会の実施
・会報誌発行

平成

だれもがきらめくまちづくり

1 節

無

生涯学習活動の推進 目

予
算
科
目

年度17

第

第

婦人会活動補助金

開 始 年 度 終 了 年 度

だれもがいきいきと輝くまち

（社会教育管理費）

2

根拠法令・要綱等

－

部

章

第

款

項

担
当
部
署

部名

課名

事
業
目
的

対
象
交 付 先

意
図
交付目的

補助金事業平成 24 年度（ 平成 23 年度分）

射水市婦人会が実施する、女性の社会参加を促進する活動や女性ならではの視点に立った活動を支
援することにより、本市の社会教育の発展を図る。

一般会計

教育費

○

会計

2

射水市婦人会

社会教育費

社会教育総務費

教育委員会

教育総務課

電話

政策的補助事業費補助団体運営費補助

格差是正補助 利子補給 ）その他（

施設等整備費補助

予算の範囲内で交付

定額補助

定率補助

施 設 名施
設
管
理
運
営
事
業

そ の 他

補
助
金
事
業

類 型 区 分

構 造 ・ 階 数

算出方法（対象経費・基準単価・補助率・上限額等）

建 築 年 度

補 助 内 容

補助区分

○

耐震の有無

設 備 ・ 規 模

県支出金国庫支出金
千円

平成22年度

総 事 業 費

平成23年度

（裏面へ続く）

年度 －

そ
の
他
特記事項等

 　加入する婦人会組織は減少傾向にあり、市全体の女性組織の連携が十分図られるとは言えない。
特に、地域振興会の設立以降、市婦人会への理解や参加の意識が薄れつつあり、脱退を促進させて
いるという状況にある。今後、市を代表する女性組織としての活動を推進するため、各地域振興会の
理解を得て、未加入地区の女性組織との連携方法について検討が必要である。

整
備
内
容

一般財源

管 理 形 態

指定管理者名

延 床 面 積 ㎡

類似施設状況

民間施設状況

改 修 年 度

その他

年度

市 施 設県 施 設

平成24年度

市債

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

154

総
合
計
画

施
設
等
整
備
事
業

財源内訳
（千円）

事 業 期 間

施策名（節 ）

指定管理期間 年度 ～



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

単位

人
利用者数　※設定できる場合

指　標　名

①
成
果
指
標

回

H23年度

2 2

達成率
H22年度 H24年度

目標・見込

2

目標・見込

100.0

実績

2市民向け事業の実施

②

③

②

③

①

評価結果

効率性

そ の 他

事　　業　　費

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費
（ 補 助 金等 交付 額 ）

3

市内において、唯一、独立した女性組織の連携組織として、環境保全の取り組みや子育て支援活動等を
全市的に実施。女性ならではの視点やネットワークを生かした活動が成果を挙げている。

市婦人会独自の活動はもとより、各単位婦人会で実施する活動や地区の特徴等について情報交換の場
ともなることから、本市の社会教育の振興にとって有効である。

Ａ 現行どおり補助することが適当

－ －利用者１人当たりコスト

評価項目 説　　　明点数

婦人会活動補助金

平成24年度予算

件）

千円

実績

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

女性の視点や立場からの活動は、今後の市政運営や市民
協働によるまちづくりには欠かすことができない。今後は、
全市的な取り組みが出来るよう、未加入の地域振興へ働き
かけていくことが必要である。

評価委員会のコメント

教育総務課担当課

0.0

（１次）

市補助金だけでなく、会費徴収を行い、効率的な団体の運営に努めている。また、上部組織からの補助事
業の有効に活用し、成果をあげている。

544

（２次）
評価結果

（補助金等交付件数）

23 年度分） 補助金事業

有効性

4

3

妥当性

人0.08 0.08人 0.0

千円

（

年度（平成 24 平成

事 業 コ ス ト 計

退職手当引当金相当額

人0.08

千円

千円

1,685

件）1（

千円

千円

1

（ ）

平成23年度決算

1,053 0.0

件）（

事
業
費
・
人
件
費

千円

▲ 1.4

76▲ 5.0

900

1

▲ 0.7 1,520

国 県 支 出 金 千円 千円

千円

千円

1,520

千円

千円

千円

▲ 0.7千円

1,673

1,673

千円

76

544 千円

千円

うち一般財源ベース分

1,685

平成22年度決算

千円

一 般 財 源

千円

1,053

80

－

552

－

千円

伸率

事業
№
154

事 務
事業名

正規職員当 該 事 務
従 事 職 員 数

財
源
内
訳

正規職員人件費相当額



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

指定管理期間 年度 ～

事 業 期 間

施策名（節 ）

施
設
等
整
備
事
業

財源内訳
（千円）

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

155

総
合
計
画

市 施 設県 施 設

平成24年度

市債

年度

改 修 年 度

その他

管 理 形 態

指定管理者名

延 床 面 積 ㎡

類似施設状況

民間施設状況

年度 －

そ
の
他
特記事項等

整
備
内
容

一般財源

（裏面へ続く）

平成22年度

総 事 業 費

平成23年度

耐震の有無

設 備 ・ 規 模

県支出金国庫支出金
千円

算出方法（対象経費・基準単価・補助率・上限額等）

建 築 年 度

補 助 内 容

補助区分

○

施 設 名施
設
管
理
運
営
事
業

そ の 他

補
助
金
事
業

類 型 区 分

構 造 ・ 階 数

施設等整備費補助

予算の範囲内で交付

定額補助

定率補助

政策的補助事業費補助団体運営費補助

格差是正補助 利子補給 ）その他（

教育委員会

教育総務課

電話

射水市ＰＴＡ連絡協議会の活動を支援することにより、各小中学校のＰＴＡ会員同士の交流や保護者と
学校との連携強化を図る。

一般会計

教育費

○

会計

2

射水市ＰＴＡ連絡協議会

社会教育費

社会教育総務費

補助金事業平成 24 年度（ 平成 23 年度分）

事
業
目
的

対
象
交 付 先

意
図
交付目的

担
当
部
署

部名

課名

根拠法令・要綱等 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）

－

部

章

第

款

項

第

第

ＰＴＡ連絡協議会活動補助金

開 始 年 度 終 了 年 度

だれもがいきいきと輝くまち

（社会教育管理費）

2

1 節

無

生涯学習活動の推進 目

予
算
科
目

年度17平成

だれもがきらめくまちづくり

事
業
内
容

手
段

補助金等
の交付を
受 け て
実施する
主な活動

市内の小中学校ＰＴＡで構成される射水市ＰＴＡ連絡協議会に対し補助金を交付する。
　・クリーン作戦支援事業
　・家庭の教育力を高める研修会の開催
　・教育懇談会の開催
　・研究大会への参加
　・会報誌の発行

５９－８０９１

個別計画



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

事業
№
155

事 務
事業名

正規職員当 該 事 務
従 事 職 員 数

財
源
内
訳

正規職員人件費相当額

千円

伸率

－

552

－うち一般財源ベース分

1,095

平成22年度決算

千円

一 般 財 源

千円

463

80

千円

76

544 千円

千円

1,083

1,083 千円

千円

1,083

千円

千円

千円

▲ 1.1

▲ 1.1 1,083

国 県 支 出 金 千円 千円

千円

▲ 1.4

76▲ 5.0

463

1件）（

事
業
費
・
人
件
費

千円

1

（ ）

平成23年度決算

463 0.0

1,095

件）1（

千円

千円

人0.08

千円

千円

事 業 コ ス ト 計

退職手当引当金相当額

年度（平成 24 平成

人0.08 0.08人 0.0

千円

（

有効性

4

4

妥当性

（補助金等交付件数）

23 年度分） 補助金事業

教育総務課担当課

0.0

（１次）

市補助金だけでなく、会費の徴収により、自主財源を確保に努めている。また、上部組織の補助事業を活
用し、団体の活動の運営を実施している。

544

（２次）
評価結果

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

　地域の教育力や教育環境の充実を図るためには、保護者
と学校の連携は不可欠であり、本事業は有効であることか
ら、今後は、各ＰＴＡの連携強化や教育環境の充実に向け、
活動の推進を求めていく。

評価委員会のコメント

ＰＴＡ連絡協議会活動補助金

平成24年度予算

件）

千円

実績

Ａ 現行どおり補助することが適当

－ －利用者１人当たりコスト

評価項目 説　　　明点数

3

地域の教育力の向上や教育環境の充実を図るためには、保護者と学校の連携は不可欠であり、その母
体となる射水市ＰＴＡ連絡協議会の活動を推進することは妥当である。

射水市ＰＴＡ連絡協議会の活動を通じ、市内小中学校のＰＴＡの連携強化や教育環境の充実、児童生徒
の健全育成が図られることから有効である。

②

③

①

評価結果

効率性

そ の 他

事　　業　　費

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費
（ 補 助 金等 交付 額 ）

②

③

研修会開催回数

目標・見込

100.0

実績

2

H24年度
目標・見込

2

H23年度

2 2

達成率
H22年度

単位

人
利用者数　※設定できる場合

指　標　名

①
成
果
指
標

回



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

指定管理期間 年度 ～

事 業 期 間

施策名（節 ）

施
設
等
整
備
事
業

財源内訳
（千円）

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

156

総
合
計
画

市 施 設県 施 設

平成24年度

市債

年度

改 修 年 度

その他

管 理 形 態

指定管理者名

延 床 面 積 ㎡

類似施設状況

民間施設状況

年度 －

そ
の
他
特記事項等

平成２３年度公民館のコミュニティセンター移行に伴い、公民館管理運営費から生涯学習活動事業に
関わる予算が組み替えられた。

整
備
内
容

一般財源

（裏面へ続く）

平成22年度

総 事 業 費

平成23年度

耐震の有無

設 備 ・ 規 模

県支出金国庫支出金
千円

算出方法（対象経費・基準単価・補助率・上限額等）

建 築 年 度

補 助 内 容

補助区分

施 設 名施
設
管
理
運
営
事
業

そ の 他

補
助
金
事
業

類 型 区 分

構 造 ・ 階 数

施設等整備費補助

定額補助

定率補助

政策的補助事業費補助団体運営費補助

格差是正補助 利子補給 ）その他（

教育委員会

教育総務課

電話

地域の特性を活かした魅力ある学習機会の提供や学習成果の発表の場の確保など、生きがいを持っ
て豊かに過ごすことのできる学習活動を支援することはもちろん、学習の成果が仲間作り、地域づくり
へと広がり、地域の力へと結びつくことを目指す。

一般会計

教育費

会計

2

全市民

社会教育費

社会教育総務費

ソフト事業平成 24 年度（ 平成 23 年度分）

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

担
当
部
署

部名

課名

根拠法令・要綱等 教育基本法（平成１８年法律第１２０号）

－

部

章

第

款

項

17

第

第

生涯学習推進費

開 始 年 度 終 了 年 度

だれもがいきいきと輝くまち2

1 節

有 頁

生涯学習活動の推進 目

予
算
科
目

年度17平成

だれもがきらめくまちづくり

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

・27地域振興会への生涯学習活動事業委託
・生涯学習フェスティバル、生涯学習作品展の開催
・市民講座ふるさと学習講座の開催

５９－８０９１

個別計画



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

事業
№
156

事 務
事業名

正規職員当 該 事 務
従 事 職 員 数

財
源
内
訳

正規職員人件費相当額

人 0.0 2.00 人2.00 人 2.00臨時職員

千円 482.9

千円

伸率

0.35

1,932

0.06うち一般財源ベース分

2,440

平成22年度決算

千円

一 般 財 源

千円

228

280

千円

266

1,904 千円

千円

13,280

13,280 千円

千円

14,401

千円

千円

千円

444.3

444.3 14,401

国 県 支 出 金 千円 千円

千円

▲ 1.4

371▲ 5.0

11,378

生涯学習フェスティバル来場者数

活
動
指
標

事
業
費
・
人
件
費

千円

（ ）

平成23年度決算

11,110

回

人

40,000

4772.8

2,440

千円

千円

人0.28

千円

千円

事 業 コ ス ト 計

退職手当引当金相当額

年度（平成 24 平成

人0.28 0.39人 0.0

千円

有効性

達成度

3

4

必要性

千円千円 482.9

23 年度分） ソフト事業

教育総務課担当課

（１次）

生涯学習活動のコーディネーターとして各地域に生涯学習推進委員を委嘱している。また、教育委員会に
社会教育指導員２名を配置し、各地域の生涯学習活動事業への指導・助言を行っている。

2,652

（２次）
評価結果

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

公民館がコミュニティセンターに移行しても、より一層生涯学
習活動を推進するため、本事業は必要である。また、市民
が生きがいのある豊かな生活をおくるためだけでなく、市民
自らが地域問題を解決し、地域にあったまちづくりを実現す
るための学習を推進していく。

評価委員会のコメント

生涯学習推進費

平成24年度予算

千円

生涯学習活動事業講座・学級開設数

実績

Ａ 現行（計画）どおり事業を進めることが適当

0.06 0.35利用者 １人当たりコスト

評価項目

千円

説　　　明点数

4

3

改正教育基本法第３条（生涯学習の理念）の規定および射水市生涯学習振興指針を踏まえ、市民が生き
がいを持って豊かに過ごすことのできる学習活動を支援することはもちろん、学習の成果が仲間作り、地
域づくりへと広がり、地域の力へと結びつくことを目指す必要がある。

地域振興会に生涯学習活動事業を委託することで、地域振興会を構成する様々な団体の協力を得なが
ら、地域の特性を活かし、地域の実情に応じた多彩な学級・講座を開設することができる。また、学習成果
の発表の場として生涯学習フェスティバルを開催し、互いの学習内容を学びあう機会を提供している。

生涯学習活動参加者数は前年度よりも減少したものの、講座・学級開設数は増加している。平成２３年度
から、ふるさと射水に理解と愛着を深める機会として市民講座ふるさと学習講座を開設した。

②

③

①

評価結果

効率性

そ の 他

事　　業　　費

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費
（臨時職員人件費含む）

②

③

ふるさと学習講座受講者数

737

400 300

740

300

目標・見込

104.6

100.0

100.0

実績

60

774

38,396

750

300

H24年度
目標・見込

40,000

60

H23年度

0 60

達成率

96.041,125

H22年度
単位

人
利用者数　※設定できる場合
生涯学習活動事業参加者数

指　標　名

①
成
果
指
標

人



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

５９－８０９１

個別計画

事
業
内
容

手
段

補助金等
の交付を
受 け て
実施する
主な活動

・射水市生涯学習推進協議会、同役員会の開催
・研修会、視察研修会の開催
・富山県公民館連合会主催研修会への参加
・射水市生涯学習フェスティバル、射水市生涯学習作品展の開催

平成

だれもがきらめくまちづくり

1 節

無

生涯学習活動の推進 目

予
算
科
目

年度23

第

第

市生涯学習推進協議会補助金

開 始 年 度 終 了 年 度

だれもがいきいきと輝くまち

（生涯学習推進事業費）

2

根拠法令・要綱等

－

部

章

第

款

項

担
当
部
署

部名

課名

事
業
目
的

対
象
交 付 先

意
図
交付目的

補助金事業平成 24 年度（ 平成 23 年度分）

生涯学習推進委員相互の連絡機関として、生涯学習活動の健全な育成発展を図る。

一般会計

教育費

○

会計

2

射水市生涯学習推進協議会

社会教育費

社会教育総務費

教育委員会

教育総務課

電話

政策的補助事業費補助団体運営費補助

格差是正補助 利子補給 ）その他（

施設等整備費補助

予算の範囲内で交付

定額補助

定率補助

施 設 名施
設
管
理
運
営
事
業

そ の 他

補
助
金
事
業

類 型 区 分

構 造 ・ 階 数

算出方法（対象経費・基準単価・補助率・上限額等）

建 築 年 度

補 助 内 容

補助区分

○

耐震の有無

設 備 ・ 規 模

県支出金国庫支出金
千円

平成22年度

総 事 業 費

平成23年度

（裏面へ続く）

年度 －

そ
の
他
特記事項等

平成２２年度までは、射水市公民館連絡協議会への補助金であったが、平成２３年度からは、公民館
のコミュニティセンター移行に伴い設置された射水市生涯学習推進協議会への補助金となった。
平成２４年度予算には、第４９回東海北陸公民館大会富山県大会の参加費が加算されている。

整
備
内
容

一般財源

管 理 形 態

指定管理者名

延 床 面 積 ㎡

類似施設状況

民間施設状況

改 修 年 度

その他

年度

市 施 設県 施 設

平成24年度

市債

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

157

総
合
計
画

施
設
等
整
備
事
業

財源内訳
（千円）

事 業 期 間

施策名（節 ）

指定管理期間 年度 ～



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

単位

人
利用者数　※設定できる場合

指　標　名

①
成
果
指
標

回

H23年度

2

達成率
H22年度 H24年度

目標・見込

1

目標・見込

100.0

実績

2研修会、視察研修会の開催

②

③

②

③

①

評価結果

効率性

そ の 他

事　　業　　費

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費
（ 補 助 金等 交付 額 ）

2

公民館のコミュニティセンター移行に伴い、地域の生涯学習活動のコーディネーターとして生涯学習推進
委員を委嘱した。委員相互の連携や情報交換、研修会や生涯学習フェスティバル等の開催等、互いの地
域の学習成果を学びあい、学習意欲を高めあうことで、生涯学習活動の振興を図っている。

協議会主催の研修会だけでなく、富山県公民館連合会主催の研修会にも積極的に参加して県下の生涯
学習活動の情報を収集し自らの地域の活動に活かすことは、本市の生涯学習活動の推進にとって有益で
ある。

Ｂ 補助率及び上限額の見直しが必要

－ －利用者１人当たりコスト

評価項目 説　　　明点数

市生涯学習推進協議会補助金

平成24年度予算

件）

千円

実績

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

生涯学習推進委員の連携を図る上で、本補助金は必要で
あると考える。事業実施に当たっては、最低限の予算で
行っており、現状維持が妥当と考える。

評価委員会のコメント

教育総務課担当課

0.0

（１次）

本市補助金だけでなく、富山県公民館連合会からの助成金（平成２３年度は６万円）も活用して活動してい
る。

544

（２次）
評価結果

（補助金等交付件数）

23 年度分） 補助金事業

有効性

4

4

妥当性

人0.08 0.08人 0.0

千円

（

年度（平成 24 平成

事 業 コ ス ト 計

退職手当引当金相当額

人0.08

千円

千円

722

件）1（

千円

千円

1

（ ）

平成23年度決算

90 0.0

件）（

事
業
費
・
人
件
費

千円

▲ 1.4

76▲ 5.0

255

1

▲ 1.7 875

国 県 支 出 金 千円 千円

千円

千円

875

千円

千円

千円

▲ 1.7千円

710

710

千円

76

544 千円

千円

うち一般財源ベース分

722

平成22年度決算

千円

一 般 財 源

千円

90

80

－

552

－

千円

伸率

事業
№
157

事 務
事業名

正規職員当 該 事 務
従 事 職 員 数

財
源
内
訳

正規職員人件費相当額
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